平成２７年度　　東京都立小山台高等学校　学校経営報告
（定　時　制 課 程）

校　長　　大田原　弘幸
１　今年度の取組みと自己評価
（1） 教育活動への取組みと自己評価

1 学習指導

　＜目標と方策＞

・学習習慣の定着及び授業規律の確保を図り、基礎学力を身につける。

・年間指導計画、週ごとの指導計画に基づき、教材を工夫し、計画的に授業を実践する。
・新学習指導要領の実施を踏まえ、校内における授業研修を充実させるとともに、生徒の実態等に即した指導内容・方法の改善を図る。
・外部諸機関とも連携を図りながら、「総合的な学習の時間」や学校設定科目である「多文化理解」及び「市民科」を通して、自由と責任、権利と義務、個人と社会、人権と共生など市民として身につけておくべき意識、公共心等、社会人としての基礎を育成する。

　　　＜取組みと自己評価＞
・基礎学力診断テストを実施し、それを基に各教科でわかる授業の実践に取組んだ。学校評価アンケートでも「教員は基礎・基本をわかりやすく教えてくれている」と答えた生徒は８４％（昨年８２％）で、多く生徒は基礎的な学習について教師の指導を認めている。（評価B）

・授業規律は格段に向上し、一部ルーズな傾向の残る生徒はいたが、全体として授業に向かう姿勢が大幅に改善された。また、個別指導や補習の実施により、学習への取組みを促すことができた。学校評価アンケートでも「生徒はまじめに授業を受けている」と答えた生徒は７８％（昨年７４％）であった。（評価A）

・生徒の実態を踏まえた授業方法や指導内容の改善を進めてきた。評価アンケートでは、「授業を工夫している先生が多い」と答えた生徒は７６％（昨年８１％）であったが、良くあてはまると評価している生徒は増えている。（評価B）

・学校設定教科である「市民」および「多文化理解」において一部教育課程の変更を行い、より効率的で計画的な指導を行えるようになった。「社会参加」等の授業で外部人材の活用を促進する。（評価B）

2 進路指導
　＜目標と方策＞

・系統的、計画的なキャリアガイダンスを充実させ、できるだけ早い時期から進路を考えさせる。

・個別指導などを通して、生徒一人一人に「将来自分は何をしたいか」を考えさせ、自己の適性を生かす就労指導にあたる。

・関係機関と連携して進路説明会を計画的に実施し、進路に関する情報を積極的に提供することで、生徒の進路意識を高める。

　　　＜取組みと自己評価＞

　　　　・系統的、計画的なキャリアガイダンスについては、昨年に継続して卒業生やＯＢによる進路体験発表会などの取り組みが実施された。さらにハローワークとの連携で企業からの説明を聞く機会も得られた。（評価A）

・個人面談等を繰り返し行い、進路意識を高める努力をしている。さらに、ホームルームや総合的学習の時間においても進路を意識して指導し、１，２年生も３，４年生の進路ガイダンスに部分的に参加することで進路意識を高めることができた。（評価B）

・個別面談での指導及び進路説明会やハローワークと連携した就労指導などに丁寧に取組んできた。４年生の進路決定率は９２％（昨年度８３％）であった。（評価A）

3 生活指導

＜目標と方策＞

・あいさつの励行、言葉遣いや遅刻の指導、授業規律の確保、いじめ・喫煙防止、上履き指導等により、学ぶ者としての基本的な態度を育てる。

・ホームルームや班活動（部活動）を通して、学校や社会のルール・マナーを遵守する態度を育成する。

・全教員による校内巡回体制を充実させ、生徒が安心して学べる、安全で、落ち着いた学習環境を確保する。

　　　　・生徒支援委員会を中心に外部諸機関との連携を保ちながら、特別支援教育を推進する。

　　　　・生徒の問題行動等への対応において、保護者、地域住民、関係機関と連携・協力できるサポート体制（学校サポートチーム）を確立し、生徒の健全育成を図る。

＜取組みと自己評価＞

・年間を通して、喫煙防止、上履き指導、授業規律等を継続的に指導した。評価アンケートでは、「生徒指導はしっかりしていると思う」と答えた生徒は８１％（昨年７４％）であった。特別指導の件数は激減し、4件にとどまった（評価B）
・ルールやマナーの遵守する態度は、多くの生徒に浸透してきているが、遅刻を繰り返す生徒やマナーの悪い生徒もまだ一部見受けられる。（評価B）
・校内巡回を１年間とおして継続的に実施し、安全で、落ち着いた学習環境を確保した。また、昨
年度から集会指導に積極的に取り組み、生徒の聞く態度は良好である。（評価A）
・生徒の問題行動等への対応はスクールサポーター（地域警察署）との連携は図れたが、保護者、地域住民との協力体制はまだ不十分である。（評価C）
4 特別活動・部活動

・人間関係を育てるため、班活動（部活動）や学校行事を活性化し、生徒の学校への帰属意識　を醸成する。

・教員による指導体制を確立し、班活動（部活動）への参加を奨励して自主的態度の育成を図るとともに学校生活に対する満足感を高める。

・体罰や行き過ぎた不適切な指導はあってはならない。健康で安全な活動ができるよう、教職員はもとより、生徒・保護者に向けても体罰根絶への意識を高める。

＜取組みと自己評価＞

・学校行事の内容によって参加状況は異なるが、例年に比べ出席状況は改善している。
・班活動では、複数の班で活動する生徒が増えて入班率が（昨年３９％）と大幅に増加した。テニス班、バトミントン班では、東京都で入賞する選手も出ている。新たに同好会から班活動になる班が出るなど、生徒の活動は活発である。（評価Ｂ）
・教員の体罰根絶への意識を高め、今後も教職員・生徒・保護者に向けて継続的に啓発活動に取り組む。
5 健康づくり

＜目標と方策＞

・生徒の生活習慣や心の健康問題等について、校医･関係機関と保健室･学年等の連携を図るとともにスクールカウンセラーを有効活用する。　

・本校生徒の健康上の課題に対応した保健計画のもと、健康観察･健康相談を充実させ、生徒自ら健康について考え行動できるようにする。

・定期検診、教育相談、セーフティ教室、普通救急救命講習会、給食指導、食育等を通して、自己の健康の保持･増進を図る。　

　　　＜取組みと自己評価＞

・生徒支援委員会で個別支援を必要とする生徒は減少したが、継続して生徒情報交換会を行い生徒の個別状況を職員で共有するようにしている。（評価B）
・スクールカウンセラーの相談件数は増えていない。心身の健康維持のために相談体制を構築する必要がある。（評価B）
6 人権尊重教育の推進

＜目標と方策＞

・保護者、関係機関、同窓会等と連携し、生徒の人権意識を高める講演会を実施するなど、地域や外部人材を活用した特色ある教育活動を展開する。

・文部科学省の人権教育研究指定校として、地域や関係機関と連携し、外国につながる生徒への日本語支援や進路保障等の取組みを充実させる。

・国際都市東京と多文化の理解をテーマに都民向け公開講座を実施する。

＜取組みと自己評価＞
・外部機関の協力を得て、定期的に生徒相談を実施して生徒の悩みに応じた。また、「ふれあいスクール」では人権講演会として様々なテーマで専門家に講演をいただき、生徒の人権意識の向上に努めた。（評価B）
・「市民科」において昨年に引き続き東京学芸大学との連携を図り、「アンネ・フランク」をテーマとした授業を行い、人権意識を高めることができた。（評価B）
・８月に地域住民を対象に公開講座「世界と出会う」を開講し、4か国の文化を紹介し受講者からは好評であった。（評価A）
7 　学校経営・組織体制
＜目標と方策＞

・企画調整会議を中心に、組織的・機能的な学校運営を図る。

・学校運営連絡協議会での外部意見や学校評価等を分析・検討し、外部からの視点も十分取り入れて学校経営にあたる。
・予算の適切な執行（センター執行率向上）、学校徴収金の管理や個人情報の取り扱いを適切に行うとともに、経営参画ガイドラインをもとに、教員との連携・協力体制を構築し、経営企画室の経営参画と事務処理の円滑化を図る
　　　＜取組みと自己評価＞
・企画調整会議を中心に、職員会議と毎日の全員打合せで職員の連携を深めてきたが、一部の職員に業務の負担が大きくなってしまうことが課題である。（評価B）
・学校運営連絡協議会ではいつも活発なご意見をいただいている。こうした意見を参考にしつつ学校改善が図れている。（評価B）
・経営企画室の事務処理はかなり円滑に行われ、センター執行率も５８％であった。経営企画室と教員の連携は良好である。（評価A）
（2）重点目標への取組と自己評価
　①学習指導

　　【数値目標】　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７実績　　　　　　　　　　 　評価

　　　　授業満足度の向上　　　８５％以上　　　　　　８４％（２６実績　８２％）　　　B
　　授業出席率の向上　　　８５％以上　　　　　　９０％（２６実績　８８％）　　　A

＜取組と自己評価＞

　　○授業満足度は、昨年度よりほぼ8割の生徒が満足しているがさらに生徒個々が充実した学習に臨めるように、改善は必要である。多様な生徒のために、学力差や外国につながる生徒への日本語指導など個別な対応を必要とする難しさがある。授業出席率は昨年に比べ上昇し、目標とした数値を上回った。原級留置者などの欠席が多い生徒の登校促進が課題である。

2 生活指導・特別活動            

【数値目標】　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７実績　　　　　　　　　　　評価
中途退学者の減少　　　２０名以下　　　　　　１４名（２６実績　３１名）　　A   

　部活動入班率の増加　　６０％以上　　　　　　６１％（２６実績　３９％）　　A　　

　　学校満足度の向上　　　８０％以上　　　　　　８３％（２６実績　８６％）　　A　　

＜取組と自己評価＞

○中途退学者は昨年度より大幅に減少し13名で目標を達成した。また他校への転学者は7名であった。しかし、年度末に単位未修得となって原級留置になる者も少なくない。入学前に不登校など、就学に不安を抱えている生徒も多く、個別指導を充実させる必要がある。

○班活動入班率は６１％（昨年度３９％）で大幅に上昇した。

また、学校満足度は８３％で、昨年度をわずかに下回ったが目標値には達成した。
3 進路指導

【数値目標】　　　　　　　　　　　　　　　　　２７実績　　　　　　　　　　　評価

　　進路決定率の向上　　　８５％以上　　　　９２％（２６実績　８３％）　　　A
＜取組と自己評価＞

　　○４年生の進路決定状況は、大学２名、短大３名、専門学校１２名、就職１１名であった。卒業後もアルバイトを継続し正規雇用をめざす生徒が1名である。

　　○４年生の進路未決定者は３７名中３名であった。昨年度に引き続き、粘り強く最後まで頑張る生徒が多く、進路決定率は９２％で進路指導の成果を上げた。
２　次年度以降の課題と対応策

外国につながる生徒など多様な生徒が在籍しており、これまで以上に組織的に生徒の指導にあたる体制を確立していく。

①基礎学力の向上

　・本校の生徒に求める基礎学力とは何かを各教科で十分検討し、基礎学力の定着を図る。

　・基礎学力向上のための授業改善を進め、年間を通して、どの面で学力が向上したのかを指標として見える形をしていく。
②基本的生活習慣の確立

　・あいさつの励行などマナーの向上に努め、問題行動や喫煙、薬物に対する指導などについて、事後指導よりも予防的な指導に力を入れていく。

・心身の健康を維持するため、生徒面談を充実させて個別の生徒の状況をより的確に把握する。また、スクールカウンセラーの活用やスクールソーシャルワーカーなど外部機関とも連携体制をつくり、法律相談等の社会的課題にも対応していく。

　・外部の方に学校を見てもらう機会を多くし、外から見られることで、社会のルールやマナーを知ることや自他を尊重する心の大切さを学ぶことを伝えていく。

　・学校からの情報発信に努め、保護者との連携をより強くしていく方策を検討する。
③人権尊重教育の推進

・外国につながる生徒が多く在籍している本校では、人権尊重教育の推進は不可欠の課題である。「多文化共生のあり方」をさらに研究し、具体的な教育改善を進めていく。

・大学や外部機関、学校運営連絡協議委員会との連携を深め、外国につながる生徒の指導をはじめとして、さまざまな人権教育の推進を図る。
4 進路意識を高める指導

　　　・早い段階から進路に対する意識を高め、自らの将来について考える機会を意図的に用意し、４年間を通したキャリア教育の推進を図る。
